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はじめに 
 

わが国では急速な少子化が進んでおり、次代の社会を担う子どもたちが健やかに
生まれ、育つ環境の整備が求められています。このため、国は次世代育成支援対策
推進法を制定し、国や地方公共団体を含む特定事業主に対し、職員の仕事と家庭の
両立に関する行動計画の策定を義務付けています。 

本町においても、平成 20 年度より特定事業主行動計画を策定し、仕事と子育ての
両立を図るための職場環境整備に取り組んできました。また、次世代育成支援対策
推進法の有効期限延⻑に伴い、計画を⾒直し、引き続き職員が安⼼して子育てがで
きる職場づくりを進めています。 

さらに、職場環境の改善は子育て支援にとどまらず、すべての職員が、健康で意
欲を持ち、個々の能力を十分に発揮できる職場環境を整えることが重要です。その
ため、職員が働きやすい職場を実現するために、ワークライフバランスの推進や女
性の活躍促進にも重点を置き、計画のさらなる充実を図っていきます。 

本計画では、職員の意識改革や職場文化の改善を進めることで、すべての職員が
仕事と家庭を両立しながら、生き生きと働ける環境を整えることを目指していま
す。職場全体で協力し、持続可能な働き方を実現することが、組織の活性化とより
良い行政サービスの提供につながるものと考えます。 

男性も女性も、子どもの有無にかかわらず、すべての職員が仕事と家庭の両立を
図りながら意欲的に働ける環境を目指し、職場全体で支援に取り組んでいきます。 

 
令和７年４月１日 
 

⾜寄町⻑ 
⾜寄町議会議⻑ 
⾜寄町選挙管理委員会 
⾜寄町代表監査委員 
⾜寄町公平委員会 
⾜寄町農業委員会 
⾜寄町教育委員会
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第１章 総論 

１．目的 
本計画は、次世代育成支援対策推進法（平成 15 年法律 120 号）及び女性の職業生

活における活躍の推進に関する法律（平成 27 年法律第 64 号）の規定に基づく特定
事業主行動計画として策定するものです。 

次世代育成支援対策推進法に基づく行動計画策定指針に掲げられた基本的視点を
踏まえつつ、職場や家庭において子育ての意義についての理解が深められ、仕事と
子育ての両立を図ることができるよう、職場の要望に即した次世代育成支援対策を
計画的かつ着実に推進することを目的とします。 

２．計画期間 
令和 7 年 4 月 1 日から令和 12 年 3 月 31 日までの 5 年間を計画期間とします。 

３．計画の策定主体及び対象職員 
本計画は、町⻑、議会の議⻑、選挙管理委員会、代表監査委員、公平委員会、農

業委員会及び教育委員会の各任命権者が、それぞれ任命した部局の職員を対象に連
名で制定したものです。 

４．計画の推進体制 
次世代育成支援対策を効果的に推進するため、次のとおり推進体制を整備しま

す。 
⑴ 計画の策定と推進、点検及び⾒直しのための体制の整備 

本計画を策定し、推進するため、安全衛生委員会を⾜寄町特定事業主行動計
画策定・推進委員会にあてることとし、同委員会においては、適時、本計画の
実施状況の把握と点検に努めるとともに、その結果や職員のニーズを踏まえ
て、その後の対策の実施や、計画の⾒直しを行うこととします。 

⑵ 職員に対する情報提供 
庁内 LAN 等を利用し、本計画の内容や次世代育成支援に関する情報提供を実

施します。 
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⑶ 所属⻑による職場環境整備 
本計画を推進する上で、所属⻑の果たす役割は極めて重要なものとなりま

す。 
所属⻑は、次世代育成支援に関する職員の意識向上や職場環境の整備・改善

については、所属⻑の責務であることを認識するとともに、⾃ら率先して本計
画の推進に努めることとします。 

  



3 
 

第２章 第 1 期後期計画の取組と評価 

１．第 1 期後期計画の取組 
令和 2 年度から令和 6 年度までの 5 年間を計画期間とする第 1 期後期特定事業主

行動計画では、仕事と家庭の両立支援を目的とした各種施策に取り組んできまし
た。特に育児休業の取得促進と年次有給休暇の取得率向上を重点項目として掲げ、
それぞれに数値目標を設定しました。 

重点項目１／育児休業の取得促進 
男性職員の育児休業取得率 10％、女性職員の育児休業取得率 100％を目標と

し、育児休業の取得を促進するための環境整備を進めました。 
具体的な取り組みとして、以下の施策を実施しました。 

・既存の諸制度の一層の周知：職員向けの制度周知パンフレットを配布したほ
か、庁内 LAN を活用し、育児休業制度の内容や取得手続きについての情報提
供を強化しました。 

・男性職員の育児休業の取得促進：男性職員が育児休業を取得しやすい環境づ
くりを進めるとともに、休業制度の周知を図りました。 

・育児休業等を取得しやすい環境の整備：業務分担の⾒直しや職場の理解促進
により、職員が育児休業を取得しやすい職場環境を構築しました。 

これらの取組の結果、目標としていた男性 10％、女性 100％の取得率を達成
しました。特に、男性職員の取得率向上が⾒られたことは、育児参加の意識改
革が進んでいる証といえます。 

  
《男性職員の育児休業取得率》 
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重点項目２／年次有給休暇の取得促進 

職員の年次有給休暇の取得率 35％（14 日）を目標として掲げ、休暇取得の促
進に向け次の施策を実施しました。 

・計画的な休暇取得の推奨：所属⻑が、休暇を取りやすい職場環境づくりに努
め、取得日数の少ない職員には積極的に休暇の取得を促しました。 

年次有給休暇の取得率は、令和 5 年度で 31.5％（12.4 日）となり、目標の
35％を下回る結果となりました。今後は、職員が安⼼して休暇を取得できる環
境整備を一層進めるとともに、計画的な休暇取得の促進を図っていきます。 

 
 
 
 
 
 
 
 

2．総合評価と今後の課題 
第 1 期後期計画では、育児休業の取得率向上において、一定の成果を上げること

ができました。特に、男性職員の育児休業取得率が向上したことや、休暇取得の意
識が高まったことは、働き方改革の一環として大きな前進といえます。その一方、
さらなる改善が必要な課題も明らかになりました。 

・男性職員の育児休業の取得期間：取得率は向上したものの、取得期間が短期
間にとどまる傾向がみられます。 

・年次有給休暇の取得促進：計画的な取得が定着していない部署もあり、さら
なる意識改革が求められます。 

これらの課題を踏まえ、第 2 期計画では、休暇取得のための業務改善などに重点
を置き、さらなる職場環境の向上を目指していきます。また、女性の活躍推進が求
められていることから、管理職登用の機会拡大や意欲的にキャリア形成できる環境
の整備に努めていきます。 

《一人当たりの年次有給休暇取得日数》 
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第３章 具体的な内容 

仕事と子育ての両立を支援する職場環境を整備するため、次の事項について具体
的な取組を推進します。 

また、新たな休暇制度、勤務体制、雇用形態など、公務員の勤務条件に関する法
制度の改正があった場合には、次世代育成支援の観点から十分な検討を行い、本計
画の目的に資する事項については、積極的に導入を図ることとします。 

 
１．子育て支援に関する取組 

本町では、職員が安⼼して子育てと仕事を両立できる職場環境を整備するため、
育児休業や育児に関する各種制度の利用促進、男性職員の育児参加の推進、職場全
体での子育て支援の意識醸成などに取り組みます。 

⑴ 育児休業・休暇の取得促進 
①子育てに関する諸制度の周知 

妊娠中や出産後に利用できる各種制度について、庁内 LAN 等を通じて周知
し、職員が制度を正しく理解し、活用できるよう努めます。 

②妊娠中及び出産後における業務上の配慮 
妊娠中の職員の健康や安全に配慮し、必要に応じて業務分担の⾒直しを行

います。また、妊娠中及び出産後１年を経過しない職員に対しては、本人の
希望に応じ、深夜勤務及び超過勤務を原則として命じないこととします。 

③育児休業等を取得しやすい環境の整備 
所属⻑が職場環境の整備に努め、業務分担の⾒直しや代替要員の確保を行

うなど、職員が育児休業を取得しやすい体制の構築に努めます。 
⑵ 子どもの出生時における父親の休暇取得の促進 

①配偶者出産休暇の取得奨励 
配偶者が出産した際に取得可能な特別休暇制度について周知し、取得を促

進します。 
②育児参加のための休暇の促進 

子どもの育児に関わるための休暇制度（育児参加休暇など）が活用しやす
いよう、職場環境を整えるとともに、育児参加の重要性について啓発を図り
ます。 

⑶ 育児と仕事の両立支援 
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①柔軟な働き方の推進 
育児短時間勤務制度や部分休業制度の周知を図り、子育てと仕事を両立し

やすい勤務体制を整備します。 
②子どもの看護を行うための特別休暇の取得促進 

中学校就学の終期に達するまでの子どもを持つ職員が取得できる看護休暇
の制度を周知し、取得促進を図ります。 

これらの取組を通じて、職員が子育てと仕事を両立しやすい環境を整え、職員一
人ひとりが安⼼して働ける職場を目指します。 

 
2．職員の勤務環境に関する取組 

職員が健康で働きやすい環境を整えることは、業務効率の向上や職員の意欲向上
につながります。本町では、ワークライフバランスの推進に重点を置き、時間外勤
務の縮減や休暇の取得促進に取り組み、職員が安⼼して働ける職場環境を整備しま
す。 

⑴ ワークライフバランスの推進 
①時間外勤務縮減のための意識啓発 

職員の意識改革を図るため、時間外勤務の縮減に向けた意識啓発を実施し
ます。 

また、時間外勤務については、職員の勤務時間、休暇等に関する規則で定
める年間 360 時間（上限）内の達成に努めるとともに、業務量の調整や業務
分担の⾒直しを図っていきます。 

②一⻫定時退庁日の実施 
引き続き、ノー残業デー制度として毎週⽔曜日を「一⻫定時退庁日」に定

め、⻑時間労働の抑制を図っていきます。 
③時間外勤務の制限 

毎日の子どもとの触れ合いの時間の確保を図るため、小学校就学前の子ど
ものいる職員には、本人の希望に応じ、深夜勤務の制限や時間外勤務を制限
します。 
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④時間外勤務状況の把握と業務改善 
時間外勤務の状況を定期的に把握し、過度な時間外勤務が発生している部

署には業務改善を指導するなど、適正な勤務時間管理を推進します。 
⑵ 休暇の取得促進 

①休暇取得を促進するための所属⻑の役割 
所属⻑は、職員が計画的に休暇を取得できるよう、業務計画や休暇取得計

画の策定、業務配分の⾒直し、職場内における応援体制の確立に努めます。
特に、業務が集中する職員への負担を軽減し、円滑に業務を進めるための調
整を図ります。 

また、所属⻑⾃⾝が率先して休暇を取得することで、職員が休暇を取得し
やすい職場環境をつくるとともに、個々の職員の年次有給休暇等の取得状況
を定期的に把握し、取得日数の少ない職員には積極的に休暇の取得を促すな
ど、適切なワークライフバランスの実現を支援します。 

②家庭の事情による休暇取得 
子どもの予防接種日や入学式、卒業式、授業参観日などの学校行事におい

て、年次有給休暇等の取得を促進することで、仕事と家庭生活の両立を支援
します。 

③連続休暇取得の促進 
ゴールデンウイーク期間や夏季休暇期間の前後における年次有給休暇の取

得、月曜日・金曜日と休日を組み合わせた年次有給休暇の取得の促進によ
り、職員の活力の向上を図るとともに、子どもとの触れ合いの時間を増や
し、仕事と家庭生活の両立を支援します。 

このような取組を通じて、職員が無理なく仕事と家庭の両立を図ることができる
職場環境を整備し、働きやすい職場づくりを推進します。 

 
3. 女性の活躍推進に関する取組 

本町では、女性職員が持続的に活躍できる環境を整備し、キャリア形成を支援す
ることで、組織全体の活性化と業務の質の向上を目指します。そのため、幅広い分
野において女性職員の確保に努めるとともに、管理職への登用を視野に入れた人材
育成や意識啓発を推進します。 
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⑴ 女性職員の登用に関する取組 
①女性の採用促進 

職員採用において、女性の応募を促進し、幅広い分野で女性職員の採用確
保に向け、積極的な周知・広報に努めます。また、職員採用試験に関する情
報提供を充実させ、女性が働きやすい職場環境であることを広く発信してい
きます。 

②多様な業務への女性職員の配置 
女性職員がさまざまな業務分野で活躍できるよう、配置の工夫を行い、キ

ャリアの幅を広げる機会の提供に努めます。 
また、これまで女性職員が少なかった部署への配置を進め、業務経験の蓄

積を支援していきます。 
⑵ 管理職への登用に向けたキャリア形成に関する取組 

①中⻑期的視点に立った人材育成 
女性職員が管理職を目指せるよう、計画的な人材育成を行い、職務経験の

充実に努めます。 
②キャリア形成に関する意識付け 

女性職員が⾃⾝のキャリア形成について考える機会を提供し、意欲的に職
務に取り組めるよう支援します。 

このような取組を通じて、女性職員が能力を最大限に発揮し、⻑く安⼼して働く
ことができる職場環境を整えていきます。 
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第 4 章 数値目標の設定 

具体的な取組内容として設定する数値目標は次のとおりです。実効性のある具体
的な施策を定めるとともに、各取組において職員一人ひとりが役割を果たすこと
で、目標の達成に取り組んでいきます。 

 

項  目 最 新 値 
目 標 値 

（令和 11 年度） 

育児休業の取得率〔R5〕 

男性 66.7％ 男性 70.0％ 

女性 100％ 女性 100％ 

年間 360 時間超の時間外勤務を
した人数（割合）〔R5〕 

9 人 
（5.1％） 

7 人 
（4.0％） 

年次有給休暇の平均取得日数
〔R5〕 

12.4 日 14.0 日 

女性職員の管理職登用率〔R6〕 16.7％ 18.0％ 

 


